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株主総会決議の不存在確認請求における諸問題


































































































１２６ 松山大学論集 第１６巻 第３号
【２】最高裁平成１１年３月２５日判決（民集５３巻３号５８０頁，判時１６７２号１３６
頁）



































































































































































































































































































































































１３８ 松山大学論集 第１６巻 第３号
は取消事由が生ずるのか）が明確ではないとの指摘［竹濱・前掲注１２）５４頁，小林登『会
社判例百選 〔第６版〕』（１９９８年，有斐閣）７３頁］から，瑕疵連鎖説の立場か否かが不明
であるとも考えられる。少なくとも，先行決議が取消された時点において後行決議取消請
求の出訴期間を経過していれば，後行決議に対し取消事由が生ずるとされても意味がない
であろう。
３２）谷口安平「株主総会決議の不存在」『新商法演習１ 会社 』（１９７４年，有斐閣）２６６頁。
３３）不存在確認の訴えは，本稿では取り扱っていないが，たとえば新株発行についてその出
訴期間を制限すべきか否かという取引法の分野においても存在する（最判平成１５・３・２７
民集５７－３－３１２参照）。
３４）酒井・前掲注２８）５６０頁。
〔付記〕 本稿は，第５５７回九州大学産業法研究会における報告原稿に基づき加筆・修
正を行ったものである。
株主総会決議の不存在確認請求における諸問題 １３９
